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研究要旨
診療，療育体制，移行期医療方法も確立されていない視覚・聴覚二重障害児

における自験例６例の分析を行い，障害の程度と栃木県における療育の現状

を示した。

Ａ．研究目的

視覚・聴覚二重障害児における診療や療育体

制，移行期医療方法も確立されていない。当院

における視覚･聴覚二重障害児の現状を調査

し，その問題点を検討した。

Ｂ．研究方法

1997 年から 2018 年の 23 年間に当科を受診し

た視覚･聴覚二重障害児 6 例において，初診時

年齢，性別，原因疾患，視覚･聴覚重症度によ

る分類，精神発達障害の有無を評価した。ま

た，児の自立支援や移行期医療体制について検

討した。

Ｃ．研究結果  

初診時年齢は0:1から5歳で，現在，5歳以下が3
例，15歳以上が3例であった。男女比は7：3で
男児が多かった。原因疾患は未熟児3例，Lenz
眼球症2例，CHARGE連合1例であった。重症度

分類は弱視聾，全盲聾33％，弱視難聴，全盲難

聴17％であった。精神発達障害の程度は，重度

は2例，軽度は1例，不明が3例であった。年齢

の高い例では精神発達障害を有しており，視覚

的評価は困難で，補装具の使用も困難であっ

た。低年齢の症例では視機能，精神発達の評価

が未施行である。移行期医療に関しては，5歳
以下の児では当院での経過観察が行われてい

た。15歳以上では，1例(軽度精神発達障害)が転

居により他県の障害者支援施設に入所している

が､積極的な医療介入が行われていなかった。2
例は重度の精神発達障害により，当院での経過

観察が継続されていた。

Ｄ．考察

視覚・聴覚二重障害児では高率に精神発達障害

を合併するため，三重障害ともいえる。しか

も，障害の程度は重篤であることが多いが故，

視覚・聴覚の評価が難しく，療育や自立支援す

ること自体が困難である。今回の自験例でも軽

度例 1 例を除いて重篤な精神発達障害を有し，

あるいは有することが予想された。全例自宅で

の生活を行っているが，身回りの世話を 1 日中

行っている保護者の苦労は計り知れない。ま

た，教育支援が行える専門家も少なく，療育施

設・支援施設が充実しているとはいえない。移

行期医療を行うためには，障害児を総合的に診

察できる医師の育成も必要である。他職種の専

門家の増員，総合診療医の育成，療育施設・支

援施設の拡充が急務と考える。

Ｅ．結論

視覚・聴覚二重障害児に対する診療・療育・移

行期医療を行うためには，多職種の協力が不可

欠である。これからも，多くのデータを集計・

検討することで，障害児のよりよい未来の確立

のための一助になることができればと切に思

う。
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